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１． 圏域を巡る動向について



熊本連携中枢都市圏の変遷

圏
域
形
成
の
経
緯

昭和47年７月 「熊本中央広域市町村圏協議会」が発足

平成18年１月 「熊本都市圏及び政令指定都市についての研究会」が発足

平成22年４月 上記協議会及び研究会を一体化し、「熊本都市圏協議会（4市9町1村）」を設置

平成27年６月 熊本市が連携中枢都市宣言を公表

平成28年３月 「熊本都市圏協議会」を解散、

熊本市と16市町村（4市10町2村）で連絡協約を締結、第１期熊本連携中枢都市圏ビジョンを策定

第
１
期

平成28年４月 熊本地震の発生

平成31年３月 菊池市と連携協約を締結、構成市町村が18市町村となる

令和２年１月頃 新型コロナウイルス感染症の発生

令和３年３月 第２期熊本連携中枢都市圏ビジョンを策定

第
２
期

令和４年３月 山鹿市と連携協約を締結、構成市町村が19市町村となる

令和５年５月 新型コロナウイルス感染症の５類感染症移行

令和５年10月 玉名市と連携協約を締結、構成市町村が20市町村となる

令和６年12月 ＴＳＭＣ熊本第１工場が稼働開始

令和７年３月 荒尾市、南関町、長洲町及び和水町と連携協約を締結、構成市町村が24市町村となる
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この間、行動制限を伴う
緊急事態宣言は３回、まん延
防止等重点措置は２回発令



圏域の人口動態について

〇 圏域人口は、2015年頃から人口減少に転じており、2024年時点で1,344,725人となっている。
○ 国立社会保障・人口問題研究所が公表している将来推計人口によれば、2020年から2050年までの30年間の人口減少

率は▲16.8％で、ゆるやかに減少し続けると見込まれている。

※国勢調査のデータを基に作成 ※国勢調査及び熊本県推計人口調査のデータを基に作成

※国立社会保障・人口問題研究所が2023年12月に公表した「日本の地域別将来推計人口」
（出生中位・死亡中位仮定）のデータを基に作成（2015年、2020年の圏域の値は国勢調査による実績値） 2



広域連携に関する国の動向（地方制度調査会答申における言及）

第33次地方制度調査会の答申の中で、「地方公共団体相互間の連携・協力（資源制約等に対応してい
くための連携・協力の取組の深化等）」の対応が必要であると述べられている。

〇「2040年頃から逆算し顕在化する諸課題に対応するために必要な地方行政体制のあり方等に関する答申」より一部抜粋

2040 年頃にかけて生じる変化・課題、そして大規模な自然災害や感染症等のリスクにも的確に対応し、持続可能な形で地域にお
いて住民が快適で安心な暮らしを営んでいくことができるようにするためには、地方公共団体がそれぞれの有する強みを活かし、そ
れぞれの持つ情報を共有し、資源を融通し合うなど、地域の枠を越えて連携し、役割分担を柔軟に見直す視点が重要となる。市町村
においては、他の地方公共団体と連携し、住民の生活機能の確保、地域の活性化・経済成長、災害への対応、地域社会を支える次世
代の人材の育成、さらには、森林や農地の保全、持続可能な都市構造への転換、技術やデータを活用した都市・地域のスマート化の実
現などのまちづくり等に広域的に取り組んでいくことが必要である。

〇「ポストコロナの経済社会に対応する地方制度のあり方に関する答申」より一部抜粋

地方公共団体相互間の連携・協力の取組については、柔軟な連携を可能とする仕組みとして設けられた連携協約をはじめ、様々な
事務の共同処理の仕組みが整備され、地域の実情に応じ、地方公共団体が多様な手法の中から最も適したものを自ら選択できる環
境が整えられており、ごみ処理や消防など、様々な分野で取組が進んでいる。また、地方圏において少子高齢化・人口減少の局面に
的確に対応していくための連携の枠組みである連携中枢都市圏・定住自立圏の形成についても、相当程度進捗した段階にあり、広域
的な産業政策、観光振興、災害対策など、比較的連携しやすい取組から実績が積み上げられている。
一方、人口構造の変化により、今後は、インフラの老朽化や人手不足といった様々な資源制約の更なる深刻化が予想される。地方
公共団体には、持続可能な形で住民生活を支えていくため、それぞれが有する資源を融通し合い、共同で活用していく視点がますま
す求められることになる。

第32次地方制度調査会の答申 （令和２年６月２６日）

第33次地方制度調査会の答申 （令和５年１２月２１日）
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２. 主な連携事業における取組について



○ 全国都市緑化フェアにおける連携 ○ 日本最大規模の移住就活施策（くまもと“大”内覧会） ○ 鳥獣被害対策
○ ＳＮＳによる相談業務（自殺対策強化） ○ 自治体の法務能力向上のための人材育成に関する共同研究
○ 地方公共団体実行計画及び地域エネルギービジョンの共同策定 ○ 男女共同参画に向けた専門相談
○ 婚活事業の共同実施 ○ 結婚・子育て応援サイトでの子育て情報等の連携 ○ 精神障がい者の社会参加の促進

○ 健康ポイント事業 ○ 熊本連携中枢都市圏版移住プロモーション

○ 益城町への学校給食の提供

○ みなし仮設入居者に対する見守り等 ○ 益城町への学校給食の提供 ○ 女性の活躍推進事業の推進
○ 支援学校での児童・生徒の授業時間外の預かり ○ 世界かんがい施設遺産を活用した農村・観光振興

第１期ビジョン策定時、当初６０の連携事業で取組を開始。熊本地震や新型コロナウイルス感染症による影
響から、一部連携事業の中止・中断も生じたが、その後も毎年度新規事業の創出等が行われ、現在、69の連
携事業に取り組んでいる。

連携事業の推移について①

平成29年10月改定での新規事業（5事業）

平成31年3月改定での新規事業（10事業）

平成31年3月改定での廃止事業（1事業）

令和2年9月改定での新規事業（2事業）

第１期 熊本連携中枢都市圏ビジョン （平成28年4月～令和３年３月）

○東部環境工場における可燃ごみの広域処理

令和３年３月改定での新規事業（１事業）
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〇 農商工連携促進事業 〇くまもと食の復興PR・ブランド化推進事業（国内における販路拡大事業）
〇 農商工連携促進事業（農商工連携サイト事業） 〇 くまもと食の復興PR・ブランド化推進事業（復興支援プロモーション
事業）
→「食の販路拡大・プロモーション事業（国内における販路拡大事業）」に統合
〇 国内観光客誘致のための観光企画の開発 〇海外観光客誘致のためのＰＲ及び観光施策の共同実施
〇 都市圏内まつり等交流ＰＲの共同実施
→「広域的な観光周遊ルート等の開発」と「観光プロモーション等の共同展開」の２事業に統合
〇 日本最大規模の移住就活施策（くまもと“大”内覧会） 〇熊本連携中枢都市圏版移住プロモーション
→「熊本連携中枢都市圏版移住プロモーション」に統合

○ ＳＤＧｓパートナー事業 ○ 中心市街地まちづくり推進事業 〇 オンライン合同就職説明会の共同実施
〇 県外大学生と“つながる”新たなインターンシップ

○ 中小企業知的資産経営推進 ○ 桜町地区再開発事業 ○ 熊本駅白川口（東口）駅前広場整備事業
○ 障がい者虐待に関する通報等受付業務の夜間・休日相談体制の共同委託
○ 新規就農者向け研修会の共同実施 ○ レジ袋削減推進体制の整備

連携事業の推移について②

令和3年3月改定での廃止事業（6事業）

令和3年3月改定での統合事業（9事業を整理し4事業に統合）

令和4年3月改定での新規事業（4事業）

○ 桜町・花畑周辺地区まちづくり推進事業 ○ みなし仮設入居者に対する見守り等
〇 自治体法務の高度化に向けた人材育成に関する共同研究

令和4年3月改定での廃止事業（3事業）
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○ 「全国都市緑化フェア」における連携

○持ち去り物買取拒否宣言店制度の実施 ○結婚支援センターによるマッチング支援

○くまもと都市圏しごと学びWEBライブ ○熊本連携中枢都市圏市町村共同でのフードドライブ実施
○ 「くまもと花博」における連携の継続

連携事業の推移について③

令和5年3月改定での新規事業（3事業）

令和5年3月改定での廃止事業（1事業）

令和6年3月改定での新規事業（2事業）

〇ＵＩＪターン希望者等と地元企業との就職面談会 〇くまもと都市圏合同就職説明会
→「くまもと都市圏合同就職説明会」に統合

令和6年3月改定での統合事業（2事業を整理し1事業に統合）

第２期 熊本連携中枢都市圏ビジョン （令和３年４月～令和８年３月）

○自転車の交通安全推進（「公共交通の利用促進」に関する取組を拡充）
○人材確保等に向けた取組（「職員の派遣及び人事交流の実施」に関する取組を拡充）

令和7年3月改定での連携事業の拡充（２事業）

○医療・介護・健康サービス産業支援

令和7年3月改定での廃止事業（１事業）
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主な連携事業における取組①

１．食の販路拡大・プロモーション事業（国内・海外における販路拡大事業）

＜国内における販路拡大事業＞
・首都圏での期間限定アンテナショップの開設やトップセールスによるプロモー
ションをはじめ、農漁業者等とバイヤーとのマッチングを実施
・販路拡大に関するセミナーや個別商談会の実施、相談窓口の開設、さらに、コロ
ナ禍においてニーズが高まっている通信販売への新規参入を支援
・熊本圏域のブランドとして魅力と発信力を強め大消費地における販路開拓・拡
大につなげることができた。

R3
(2021)

R4
(2022)

R5
(2023)

R6
(2024)

単位

農漁業者・事業者とバイヤーとのマッチング件数 33 27 28 35 件

販路拡大セミナーやフェア等への参加事業者数 125 226 242 164 社

R3
(2021)

R4
(2022)

R5
(2023)

R6
(2024)

単位

セミナーの開催回数 1 6 8 6 回

海外バイヤーとの商談会の開催回数 0 1 2 4 回

現地販売の開催回数 0 4 8 6 回

＜海外における販路拡大事業＞
・農水産物・加工品の更なる輸出拡大のため、ワンストップ相談窓口の運営をはじめ、事業者の輸出力強化を
支援するとともに、戦略的な販路開拓・拡大の取組を実施
・高品質かつ多様な熊本の農水産物等の魅力をより強く伝えることで、販路拡大につなげることができた。
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２．図書館における圏域住民の相互利用

・圏域市町村の図書館等について、熊本市と近隣市町村が相互の住民に対し、図書資料の貸出等のサービスを実施
・本市と近隣市町村の住民が、行政区域にとらわれず利用しやすい図書館を選択することができるようになり、利便性
が向上した。

主な連携事業における取組②

３．ＳＮＳによる相談業務（自殺対策強化）

・LINEで相談専用アカウントを作成し、登録した方からの相談に、研修を受けた相談員が対応
・緊急案件や要フォロー案件に関しては、警察や教育委員会等各関係機関と連携・情報共有し対応
・コスト面から単独では実施が難しい市町村においても、住民に対してサービスの提供が可能となった。

R3
(2021)

R4
(2022)

R5
(2023)

R6
(2024)

単位

熊本市民の利用者数 1,538 2,923 3,716 7,519 人

連携市町村住民の利用者数 11,765 12,774 11,622 14,523 人

熊本市民の貸出冊数 8,847 15,665 21,888 30,156 冊

連携市町村住民の貸出冊数 52,198 48,483 39,754 49,624 冊

R3
(2021)

R4
(2022)

R5
(2023)

R6
(2024)

単位

・SNSによる相談件数
（延べ件数、熊本市）

2,057 2,823 2,124 1,880
件

・SNSによる相談件数
（延べ件数、連携市町村）

462 758 739 574
件

・SNSによる相談件数
（延べ件数、未回答・その他）

275 487 294 196
件
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主な連携事業における取組③

４．地球温暖化対策の共同推進

・熊本連携中枢都市圏を構成する18市町村（当時）では、令和2年1月に「2050年温室
効果ガス排出実質ゼロ」を目指すことを宣言し、この具体化に向けて地球温暖化対策の
推進に関する法律に基づく「熊本連携中枢都市圏地球温暖化対策実行計画」を策定

・本計画に基づき、熊本連携中枢都市圏における行政、地域住民、事業者が一体となっ
て、地域特性を活かした再生可能エネルギーの活用や省エネルギーの推進等、地球温
暖化対策に積極的に取り組んでいる。

・計画の重点取組である「市町村有施設における率先した省エネ・蓄エネ・再エネの推
進」については、環境省の地域脱炭素移行・再エネ推進交付金等を活用し、電力の脱炭
素化に向けた太陽光発電設備の拡充等を進めている。

R3
(2021)

R4
(2022)

R5
(2023)

R6
(2024)

単位

・実行計画策定時の圏域全体での温室効果ガス排出量
※排出量は（）内の年度の実績

727
（H29）

635
（H30）

647
（R1）

650
（R2）

万t-CO2

※実行計画策定当時（令和3年3月）の圏域は、荒尾市、玉名市、山鹿市、南関町、長洲町、和水町を除く18市町村

５．くまもと出会いサポートセンターによるマッチング支援

・くまもと出会いサポートセンターにおいて、ＡＩマッチングシステムを活用した1対1のお見合い支援や婚活セミナー・
イベントの開催などを実施
・圏域市町村で連携して業務運用を行うことにより、結婚を希望する独身者に多様な出会いの機会を提供している。

R6
(2024)

単位

・マッチング会員登録者数 470 名
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３. ＫＰＩ実績について



ＫＰＩの設定について

取組内容 ＫＰＩ 現状値 目標値
(2025年）

単位 具体的な取組

１ 圏域全体の経済成長のけん引 圏域内総生産額 5,094,158
(2021)

5,110,000
（2022）

百万円 全６事業

①リーディング産業の育成 圏域内の創業者数 1,428
(2023)

1,190 人／年間 ・産学連携支援事業等 計３事業

②６次産業化及び農商工連携の推進 販路開拓・拡大支援の実施に伴う農水産物等の販売額 312
(2023)

676 百万円 ・食の販路拡大・プロモーション事業
（国内における販路拡大事業） 等 計２事業

③物流機能の強化 熊本港におけるコンテナ貨物取扱量（暦年） 10,698
(2023)

17,000 ＴＥＵ ・熊本港利用促進 計１事業

２ 高次の都市機能の集積・強化 中心市街地の通行量 668,766
(2024)

800,000 人 全６事業

①高度な医療サービスの提供 熊本市民病院における圏域内住民の総合周産期母子医
療センター受入数（令和2年度（2020年度）から再開）

408
（2023）

470 人 ・熊本市民病院における総合周産期母子医療セン
ター 等 計２事業

②中心拠点施設の整備、中心市街地
のにぎわいの創出と交流の促進

一日あたりのＪＲ熊本駅の乗降客数 32,584
(2023)

34,114 人／日 ・中心市街地まちづくり推進事業 計１事業

③人材の育成支援 圏域内大学及び高専等との連携事業数 190
(2023)

240 件／年間 ・大学コンソーシアム関連事業等 計３事業

３ 圏域全体の生活関連機能
サービスの向上

圏域人口の社会増減数 +4,253
(2024)

+2,000 人 全57事業

圏域出生数 8,957
(2024)

現状維持
【基準値】
11,381（2019年）

人

①生活機能の強化に係る政策分野 公共施設及びサービス等の相互利用者数 11,622
(2023)

12,460 人／年間 図書館における圏域住民の相互利用 等 37事業

②結びつきやネットワークの強化に
かかる政策分野

公共交通機関の年間利用者 50,946
(2023)

56,000 千人／年間 公共交通の利用促進等 16事業

③圏域マネジメント能力の強化に係
る政策分野

熊本連携中枢都市圏構想における新規取組数（累計） 29
(2024)

40 件 職員の派遣及び人事交流の実施等 ４事業

〇 ビジョンに提示する圏域の将来像の実現に向けて、熊本連携中枢都市圏における取組の進捗状況や効果等を定量的に
把握するため、施策等について、ＫＰＩ（重要業績評価指標：Key Performance Indicator）を設定している。

○ 現行（第2期）ビジョンの取組期間には、６市町（山鹿市、玉名市、荒尾市、南関町、長洲町、和水町）が新たに圏域に加入し
ている。そのため、これら市町村の加入時には、必要に応じて目標値の修正を行っている。
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（１） 圏域全体の経済成長のけん引

取組内容 ＫＰＩ 実績値 目標値
R7

（2025）

単位

R3
(2021)

R4
(2022)

R5
(2023)

R6
(2024)

１ 圏域全体の経済成長のけん引 圏域内総生産額 4,424,815
(2018)

4,596,339
(2019)

4,790,058
(2020)

5,094,158
(2021)

5,110,000
(2022)

百万円

①リーディング産業の育成 圏域内の創業者数 697
(2020)

837
(2021)

1,076
(2022)

1,428
(2023)

1,190 人／年間

②６次産業化及び農商工連携の
推進

販路開拓・拡大支援の実施に伴
う農水産物等の販売額

460
（2020）

492
（2021）

504
（2022）

312
(2023)

676 百万円

③物流機能の強化 熊本港におけるコンテナ貨物取
扱量（暦年）

13,042
（2020）

9,481
（2021）

9,104
（2022）

10,698
（2023）

17,000 TEU

＜検証・課題＞
・一部指標においては、新型コロナウイルス感染症による影響により、実績値の落ち込みがみられたものの、その後は回復傾向にある。

・②６次産業化及び農商工連携の推進「販路開拓・拡大支援の実施に伴う農水産物等の販売額」については、増加傾向であったが、巣ごもり需要
の低下や輸出におけるカントリーリスクの上昇等の影響により、販売額が減少している。

・③物流機能の強化「熊本港におけるコンテナ貨物取扱量」については、目標達成には至っていないが、R5(2023)の熊本港と神戸港を結ぶ国
際フィーダー航路の就航による取扱量増加などにより、実績値は回復傾向にある。

○ 「圏域内総生産額」、「販路開拓・拡大支援の実施に伴う農水産物等の販売額」、「熊本港におけるコンテナ貨物取扱量」につ
いては、現時点で目標値を達成していない。ただし、「圏域内総生産額」については、半導体関連企業の進出、集積等による
影響から、目標値を達成する見込みである。

○ 産業振興分野での取組が定着したことなどから、「圏域内の創業者数」については、現時点で目標値を達成している。
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※各指標における実績値は、当時の構成市町村に基づき算出した数値。
※各指標における実績値記載欄の（ ）内については、調査対象年度等を示すもの。



（２） 高次の都市機能の集積・強化

取組内容 KPI 実績値 目標値
R7

（2025）

単位

R3
(2021)

R4
(2022)

R5
(2023)

R6
(2024)

２ 高次の都市機能の集積・強化 中心市街地の通行量 596,766
（2021）

610,728
（2022）

662,742
（2023）

668,766
（2024）

800,000 人

①高度な医療サービスの提供 熊本市民病院における圏域内住民
の総合周産期母子医療センター受
入数（令和2年度から再開）

416
（2020）

407
（2021）

388
（2022）

408
（2023）

470 人

②中心拠点施設の整備、中心市街地
のにぎわいの創出と交流の促進

一日あたりのＪＲ熊本駅の乗降客数 18,930
（2020）

22,938
（2021）

28,092
（2022）

32,584
（2023）

34,114 人／日

③人材の育成支援 圏域内大学及び高専等との連携事
業数

119
（2020）

166
（2021）

197
（2022）

190
（2023）

240 件／年間

○ 「中心市街地の通行量」、「熊本市民病院における圏域内住民の総合周産期母子医療センター受入数」、「一日あたりのＪＲ熊
本駅の乗降客数」、「圏域内大学及び高専等との連携事業数」について、現時点で目標値を達成していない。

＜検証・課題＞
・一部指標においては、新型コロナウイルス感染症による影響により、実績値の落ち込みがみられたものの、その後は回復傾向にある。

・②中心拠点施設の整備、中心市街地のにぎわいの創出と交流の促進 「一日あたりのＪＲ熊本駅の乗降客数」については、熊本駅周辺整備等が
進んだことなどから増加傾向にあり、コロナ禍前の実績値は上回っているが、目標値には届いていない。

・③人材の育成支援「圏域内大学及び高専等との連携事業数」についても、新型コロナウイルス感染症の影響による各種団体の活動自粛等によ
り、連携事業数が減少したものの、近年はコロナ禍前の水準に戻りつつある。
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※各指標における実績値は、当時の構成市町村に基づき算出した数値。
※各指標における実績値記載欄の（ ）内については、調査対象年度等を示すもの。



（３） 圏域全体の生活関連機能サービスの向上

取組内容 KPI 実績値 目標値
R7

（2025）

単位

R3
(2021)

R4
(2022)

R5
(2023)

R6
(2024)

３ 圏域全体の生活関連機能
サービスの向上

圏域人口の社会増減数 ＋1,682
（2021）

＋3,528
（2022）

＋4,771
（2023）

＋4,253
（2024）

+2,000 人

圏域出生数 9,772
（2021）

9,337
（2022）

9,187
（2023）

8,957
（2024）

現状維持
【基準値】
11,381
（2019）

人

①生活機能の強化に係る政策
分野

公共施設及びサービス等の相互
利用者数

8,952
(2020)

11,765
(2021)

12,774
(2022)

11,622
(2023)

12,460 人／年間

②結びつきやネットワークの強
化にかかる政策分野

公共交通機関の年間利用者 35,993
(2020)

39,594
(2021) 

45,603
(2022)

50,946
(2023)

56,000 千人／年間

③圏域マネジメント能力の強化
に係る政策分野

熊本連携中枢都市圏構想におけ
る新規取組数（累計）

22
（2021）

25
（2022）

27
（2023）

29
（2024）

40 件

○ 「圏域人口の社会増減数」については、三大都市圏への転出が多いものの、現時点では目標値を達成している。
○ 「圏域出生数」、「公共施設及びサービス等の相互利用者数」、「公共交通機関の年間利用者」、「熊本連携中枢都市圏構想に

おける新規取組数」については、現時点で目標値を達成していない。ただし、「公共施設及びサービス等の相互利用者数」
については、目標値を達成する見込みである。

＜検証・課題＞
・一部指標においては、新型コロナウイルス感染症による影響により、実績値の落ち込みがみられたものの、その後は回復傾向にある。

・「圏域出生数」については、人口減少や未婚化・晩婚化などを一因とする全国的な傾向もあり、実績値が減少している。

・③圏域マネジメント能力の強化に係る政策分野「熊本連携中枢都市圏構想における新規取組数」については、増加傾向にあるが、近年は既存
事業の深化（事業内容の改善、拡充）にも取り組んでいることから、目標値には届いていない。
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※各指標における実績値は、当時の構成市町村に基づき算出した数値。
※各指標における実績値記載欄の（ ）内については、調査対象年度等を示すもの。
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